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ボン気候変動会議 

2014年10月20日-25日 

 

国連気候変動枠組条約(UNFCCC)の下での強化された行動のためのダーバンプラットフォーム特別作業部会第2

回第6部会合(ADP 2-6)が本日ドイツ・ボンにて開幕した。同ADP会合は2014年10月20日－25日迄の日程で行われ、

2014年12月にペルー・リマにて開催予定のCOP20（UNFCCC第20回締約国会議）のための主要文書について集中

討議する。 

 

ワークストリーム１（2015年合意）の下では、引き続き2015年合意の最終形をつくるための土台となる交渉テキスト

原案の要素を練ることになる。また、ADPは各国が約束草案（INDs）を通知する際に提供する情報の内容種別や、そ

うした約束草案がどのように検討されるかという点などを記載する決定書草案についても作業する予定だ。この決定

書草案はリマの審議に提出される。 

 

ワークストリーム２（2020年までの野心）の下では、技術専門家会合 (TEM)でCO2以外の温室効果ガス（GHG）や

炭素回収利用貯留（CCUS）に関する取組みの機会について重点的に取り組む。各国はリマで検討する2020年まで

の野心に関する決定書草案を作成する。 

 

ADPのこれまでの経緯 

 

気候変動に対する国際政治の対応は、1992年、国連気候変動枠組条約(UNFCCC)の採択から始まった。

UNFCCCは、気候系に対する「危険な人為的干渉」を回避するため、大気中の温室効果ガス(GHG)の濃度の安定化

を目指して、その枠組みを規定した条約であり、1994年3月21日に発効、現在は196の締約国を有する。 
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ダーバン：单アフリカ・ダーバンでの国連気候変動会議は、2011年11月28日から12月11日に開催された。ダーバン

の成果として広範なトピックが網羅されたが、特に京都議定書の第二約束期間の設置や「条約下で全ての締約国に

適用可能な、議定書、法的文書、もしくは法的効力を有する合意成果の形成」を目的とする新組織ADP発足につい

ての合意があった。ADPでの交渉は2015年中に完了予定であり、2020年に新たな合意の発効を目指す。さらに、

ADPには2℃目標との関連で2020年までの野心ギャップを埋めるための行動を模索するという役割も付与された。 

 

ADP-1：第1回ADP会合(ADP 1)は、ドイツ・ボンで2012年5月17－24日に開催されたボン気候変動会議と並行して開

催され、議題や役員選出などのトピックを中心に議論が行われた。約2週間にわたる議論の後、ADPプレナリーは、

役員選出に合意し、議題を採択。決定書1/CP.17のパラグラフ2-6に関するワークストリーム１（2015年合意）と同決

定書パラグラフ7-8に関するワークストリーム2（2020年までの野心）という2つの部会を開始した。 

 

ADP-1非公式会合： ADP非公式会合は、タイ・バンコクで、2012年8月30日－9月5日に開催され、ADPに対する各国

のビジョンや抱負、期待する作業成果やその達成方法などについて議論する円卓会合も行われた。さらに、いかに

野心を引上げるかという手段や実施手段の役割、国際協力のイニシアティブの強化法、ならびにADPの作業の枠組

みを決める要素などについても議論が行われた。 

 

ADP 1-2: ADP 第1回会合第2部(ADP 1-2) は、カタール・ドーハで開催されたCOP 18に連動する形で、2012年11月

27日-12月7日に行われ、実質的な論議の速やかな開始、2013年のより集中的な作業方式への移行、締約国の政

府代表や認定オブザーバー組織などの幅広い参加の奨励などについて特に集中的な議論が成された。 

 

ADP 2-1: ADP第2回会合第1部(ADP2 -1) は、ドイツ・ボンで、2013年4月29日―5月3 日に開催された。ADP 2-1は、

ADPの 2つのワークストリームを網羅しつつ、ワークショップや円卓会合での議論を中心に構成された。2015年合意

によって2020年までに更なる緩和行動が実施され、それらが様々な分野において実施されるよう、主要な要素に関

する具体的な提案を集めて今後の議論のたたき台を作成することを目指した。  

 

ADP 2-2: ADP第2回会合第2部(ADP2 -2) は、2013年6月4－13日にドイツ・ボンで開催されたボン気候変動会議と

並行する形で行われ、2つのワークストリームに関するワークショップや円卓会合を中心に構成された。同会合では、

2014年に少なくとも1回は会議を開き、ワークストリーム1及び２の下で、2014年の作業計画に向けた今後の活動に

ついて締約国やオブザーバーからの意見提出を求めることで合意した。また、ADP第2回会合第3部 (ADP 2-3)の審
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議に向けて、寄せられた意見を基に、バランスの取れた集中的かつより公式的な作業方式のための案を出すよう次

期共同議長に招請した。しかし、公式な議論に入るための手段として、コンタクトグループを１つ設置するか複数設置

するかという問題について意見が分かれ、合意には至らなかった。 

 

ADP 2-3: ADP第2回会合第3部 (ADP 2-3)は、2013年11月12-23日、ポーランド・ワルシャワで開催されたCOP 19と

並行する形で行われた。第1週目の作業は、共同議長からの問題提起に沿って2つのワークストリームの下で行わ

れた。ワークストリーム1 では、適応、緩和、 技術・資金・キャパシティビルディング、 透明性の問題を含む、2015年

合意の内容と要素について、オープンエンド型の協議が行われた。ワークストリーム 2では、今後の方策に関するオ

ープンエンド型の協議、ならびに他の多国間の環境条約での意義深い経験から学んだ教訓に関するワークショップ

や、2020年までの野心、都市化の問題、都市部の気候対策を促進するための政府の役割などに関するワークショッ

プで議論が行われた。また、締約国に対して約束草案に向けた国内準備の開始や強化を奨励し、バリ行動計画の

完全実施と2020年までの野心を加速するための決意を記した決定書を採択した。  

 

ADP 2-4: ADP第2回会合第4部 (ADP 2-4)は2014年3月10-14日、ドイツ・ボンで開催された。ワークストリーム 1 で

は、適応やINDC、議題項目3についてのオープンエンド型の協議が行われ、適応、INDC、資金・技術・キャパシティビ

ルディング (実施手段) 、野心、衡平性、緩和、行動や支援の透明性、その他に各要素に絡む諸問題などについて

議論された。また、インセッション・ワークショップでは、 INDC のための国内準備の問題が取り上げられた。ワーク

ストリーム 2では再生可能エネルギー及びエネルギー効率に関する技術専門家会合を実施。さらにコンタクトグルー

プの設置と今後のADP会合でも同じ方式で議論を継続することで合意した。 

 

ADP 2-5: ADP第2回会合第5部(ADP 2-5) は、ドイツ・ボンで行われたボン気候変動会議と並行する形で、2014年6

月4-14日に開催された。ADP 2-5 は、ワークストリーム 1 と ワークストリーム 2を中心に構成されたコンタクトグル

ープ会合を実施。ワークストリーム 1では、緩和、適応、資金・ 技術・キャパシティビルディング (実施手段)、透明性、

INDC、その他の要素に関する諸問題などについて討議した。INDCと2015年合意との関係や、全体的な野心レベル

の評価法等といった課題は数々残っているものの、2015年合意に盛り込むべき幾つかの要素については意見の収

束も見られた。また、ワークストリーム 2では、都市の環境問題や土地利用に関する技術専門家会合が行われ、緩

和と適応の分野における都市や地方自治体の役割に関するフォーラムも実施された。  
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会合間のハイライト 

 

エネルギーと気候に関する主要経済国フォーラム（MEF）第19回、第20回会合: エネルギーと気候に関する主要経

済国フォーラム（MEF）第19回会合は2014年7月10-12日、フランス・パリで開催され、気候資金やINDC、これらの貢

献に関する国際協議期間、行動や支援の透明性・説明責任・モニタリングに係わる諸規定や会計基準などについて

集中的な討議が行われた。第20回会合は2014年9月21日に米国・ニューヨークで開催。閣僚会議では、米国のジョ

ン・ケリー国務長官が2015年の野心的な国際気候合意の成立に向けて、堅固な気候目標を提起するよう参加閣僚

に呼びかけ、そこからの共同便益を確保するための方法について模索するよう奨励した。MEFには世界の8割の排

出量とエネルギー消費を占める「GHG排出大国」が参加している。 

 

第5回ペータースベルク気候対話: 「緊急性への対応―我々の貢献の増強に向けて―」をテーマに掲げ、リマ気候変

動会議の準備に向けた新たな戦略について議論することを目的に、2014年7月14-15日、ドイツ・ベルリンで開催され

た。対話の中で、2015年パリでの将来の気候レジームの主な要素の合意成立、“野心と実効性、公平性ある気候合

意”の採択、2℃目標の遵守を実現するようタイムリーな方式による2015年気候合意に向けて全ての関係各国による

確実なINDC提出、緩和・適応が経済に利する措置であるというメッセージを伝え、低炭素技術を開発するインセンテ

ィブの形成、等々の方法について話し合いが行われた。 

 

気候変動に関する第18回、第19回BASIC閣僚会議: ブラジル、インド、 单アフリカ、中国 (BASIC)の第18回閣僚会

議は2014年8月7-8日、インド・ニューデリーで開催され、COP 20での2015年合意をめざす交渉テキスト案の要素を

最終的にとりまとめる必要があると強調する内容の共同声明が採択された。また、共同声明は、2015年の成果のた

めの中核的な6要素として、緩和、 適応、資金、技術の開発と移転、行動と支援の透明性、キャパシティビルディン

グを挙げ、UNFCCCの諸原則すべてに則ったプロセスで成果をあげるべきだとし、先進国が気候変動の取組みで先

導すべきであり、すべての締約国は出来るだけ早期に緩和、適応、 資金、技術、キャパシティビルディングの内容を

盛り込んだINDCを通達しなければならないと強調した。第19回BASIC閣僚会議は2014年10月8-10日、单アフリカ・サ

ンシティーで開催された。共同声明には、2014年国連気候サミット、2020年までの野心の強化、リマ気候変動会議、

2015年合意、適応、途上国への支援、透明性、INDC、UNFCCCに基づく既存の諸機関やメカニズムの2020年以降

の役割等を中心とする様々なテーマに対するBASIC各国の見解がまとめられた。 
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国連気候サミット2014:  国連気候サミットは潘基文事務総長の主催で2014年9月23日、米国ニューヨークの国連本

部で開催された。気候変動に関する2015年の国際合意成立に必要な政治的意思を動員するべく、世界100ヶ国以上

の国家元首に政府閣僚や国際機関、産業界、財界、市民社会や地域コミュニティーのリーダー達が集結した。サミッ

ト期間中、各国の代表は、気候変動に関する一連の国家行動について約束し、緑の気候基金のために総額23億米

ドルを拠出すると宣言した。さらに、民間セクターの代表は「森林に関するニューヨーク宣言」と題されたイニシアティ

ブを発表し、32の政府により採択された。また、新たなグローバル・メイヤーズ・コンパクト（世界の市長による協約）も

発表された。 

 

（IGES－GISPRI仮訳） 
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